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表 8.1 優先度評価結果（８） 
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表 8.1 優先度評価結果（９） 
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表 8.1 優先度評価結果（１０） 
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表 8.1 優先度評価結果（１１）
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表 8.1 優先度評価結果（１２） 
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図 8.2 対策優先度フロー図 

 

すべての避難所を拠点とした重要管路 

約２５４ｋｍ 上
下
水
道
施
設
耐
震
化
基
本
計
画 

優先度Ⅱ 

市内３９地区の拠点への重要管路 

２５ルート、約６１ｋｍ 

優先度Ⅲ 

その他の市内避難所等への重要管路 

１１２ルート、約１３７ｋｍ 

管   渠 

13,691m 

マンホールと管渠の接続部 

1,228 箇所 

マンホール 

234 箇所 

耐
震
診
断
調
査 

整 

備 

優 

先 

順 

位 

の 

設 

定 

重要医療施設・避難所、川田再構築等により優先度を決定 

レベル１・２の耐震性無し 

優先度Ⅰ 

最重要管路 

７ルート 約５３ｋｍ 

東部幹線 約  ３ｋｍ 

調査内容 

下水道協会「解説と指針」に 

基づき「耐震性の有無」を調査。 

■レベル１、レベル２の耐震性を有しない管渠、接合部の耐震化 

優先度１：レベル１、２の耐震性なし 

管渠 8,067ｍ 接合部 1,228箇所 
優先度３：レベル２の耐震性なし 

■重要施設（医療施設）を結ぶ管渠の耐震化  ※医療施設の優先度は、医療機関の役割（位置付け）や規模（収容可能ベット数）により設定する。 

優先度１：災害拠点病院  

・済生会宇都宮病院：ルート３ 

・国立病院機構栃木病院：ルート２ 

優先度１：川田再構築に係る幹線：東部幹線 

優先度１：二次被害の恐れがある幹線：ルート 5 

 

優先度２：災害拠点病院    

・JCHOうつのみや病院 ：ルート６ 

国の整備方針に基づき 

重要管路の優先度を設定 

優先度２：レベル１、２の耐震性なし 

マンホール 234箇所 

優先度２：救急告示医療機関  

・宇都宮記念病院：ルート１ 

・国立病院機構宇都宮病院：ルート７ 

優先度２：医療機関なし：ルート 4 

優先度Ⅳ 

その他の緊急輸送路 

約１７０ｋｍ 
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路線名 事業区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 小計 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 小計

0.94km 0.94km 0.94km

29.9 29.9 29.9

0.31km 0.21km 0.21km 0.21km 0.94km 0.94km

480.3 325.3 325.3 325.3 1,456.3 1,456.3

0.82km 0.51km 0.80km 0.80km 2.93km 1.91km 1.91km 4.84km

26.0 16.2 25.4 25.4 93.0 60.6 60.6 153.6

0.41km 0.41km 0.51km 1.33km 0.80km 0.80km 0.80km 0.48km 0.63km 3.51km 4.84km

205.0 205.0 255.0 665.0 400.0 400.0 400.0 240.0 315.0 1,755.0 2,420.0

34箇所 34箇所 34箇所 102箇所 102箇所

58.4 58.4 58.4 175.2 175.2

0.03km 0.03km 0.03km

1.0 1.0 1.0

0.03km 0.03km 0.03km

15.0 15.0 15.0

1.07km 0.99km 2.06km 1.62km 0.32km 1.19km 3.13km 5.19km

33.9 31.3 65.2 51.3 10.1 37.7 99.1 164.3

0.31km 0.31km 0.38km 0.38km 0.99km 1.62km 1.51km 4.88km 5.19km

480.3 480.3 588.7 588.7 495.0 810.0 755.0 3,237.4 3,717.7

0.70km 0.70km 0.70km

22.2 22.2 22.2

0.70km 0.70km 1.40km 1.40km

175.0 175.0 350.0 350.0

0.77km 0.77km 0.77km

24.4 24.4 24.4

0.38km 0.39km 0.77km 0.77km

190.0 195.0 385.0 385.0

（詳細）13.2km （詳細）15km （簡易）30km （詳細）3km 58.2km 58.2km

42.3 48.0 5.3 9.6 105.2 105.2

（単位：百万円）

合計

赤ルート2
（管更生）

実施設計

耐震化工事

前期計画 後期計画

赤ルート3
（管更生）

実施設計

耐震化工事

東部幹線
（管口可とう化）

耐震化工事

総事業費　合計 29.9 607.0 652.9 653.3 1,126.9 9,019.85,949.73,070.1 1,126.0 1,203.8 1,149.9 1,225.0 1,245.0

耐震化工事

赤ルート6
（管更生）

実施設計

耐震化工事

赤ルート7
（管更生）

実施設計

耐震化工事

赤ルート5
（管更生）

実施設計

耐震化工事

赤ルート4
（管更生）

実施設計

青ルート
詳細診断
簡易診断

8-2. 管路の事業スケジュール及び概算事業費 

優先度評価結果より、10年間の事業実施箇所を表 8.2に示す。 

 

表8.2 管路施設耐震化対策計画 
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管渠の耐震化事業と令和２年度 収支見通しとの事業費の比較 （百万円）

凡例 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ 合計

耐震化実施計画概算事業費 30 607 653 653 1,127 1,126 1,204 1,150 1,225 1,245 9,020

令和２年度実計 収支見通し
（耐震化）

70 141 139 210 222 200 200 200 200 200 1,782

令和２年度実計　収支見通し
（耐震化＋改築更新）

242 365 364 406 564 542 542 549 1,623 1,666 6,863

 なお管渠の事業スケジュールおよび概算事業費については、管渠の改築更新事業（目標耐用年数 72年に対する改築更新需要量）と耐震化事業（重要幹線） 

において、以下の通り管渠が重複している。改築更新事業費は、今後さらに増大していく見通しとなっているため、改築更新を待たずに重要幹線の耐震化を 

図ることで、改築更新(約90億円)の前倒しを図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図8.3 改築更新事業と耐震化事業との関連性について 

延長 事業費（百万円）

赤ルート 56ｋｍ 30,865

青ルート 61ｋｍ 16,485

黒ルート，その他の緊急輸送路 307ｋｍ 68,681

合　　計 424ｋｍ 116,031

概算事業費費（１００年間）

延長 事業費（百万円）

重要幹線（改築更新，耐震化） 424ｋｍ 116,031

その他の管渠（改築更新） 2,026ｋｍ 216,421

合　　計 2,450ｋｍ 332,452

概算事業費費（１００年間）

約９０億円

の前倒し 
次期計画におい

てさらなる耐震

化による前倒し 
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8-3．水再生センター・ポンプ場の対策優先度の設定 

地震等災害時において、下水道のライフラインとしての基本機能を確保する上での重要度（影響範囲、

代替施設の有無、施設能力等）を基本として、以下の条件で優先度を設定する。 

・「宇都宮市上下水道施設耐震化基本計画」に基づき、被災時に市民が避難する「避難所」および「災

害拠点病院」からの下水を受け入れる水再生センターを優先する。対象となる水再生センターの

対策優先度は以下の順とする。なお、下川原水再生センターは、「下河原・川田水再生センター再

構築基本方針」に基づき対象外とする。 

  ①川田水再生センター（第１優先：避難所からの受入れ下水量（避難所収容人数）が多い） 

  ②清原水再生センター（第２優先：災害拠点病院からの受入れがある） 

  ③河内水再生センター（第２優先：災害拠点病院からの受入れがある） 

・各水再生センター内の施設の優先度は、「下水道施設の耐震対策指針と解説（公財 日本下水道協

会）」に基づき、重要機能（人命機能、揚水機能、簡易処理機能）にあたる施設を重視する。 

・ポンプ場については、管渠の耐震化優先順位と整合を図り、赤ルート上に位置する竹林中継ポンプ

場、西川田中継ポンプ場の優先度を重視する。 

以下に、各水再生センター（川田水再生センター、清原水再生センター、清原水再生センター）の対

策優先度の評価方法と評価結果を示す。 

 

■川田水再生センター 

(1)耐震化優先度の評価方法の選定 

川田水再生センター内の各施設の優先度評価は、重要機能（人命機能、揚水機能、簡易処理機能）

にあたる施設を最優先とし、該当する施設は、人命確保、揚水機能、簡易処理機能の３項目により行

う。 

その他施設については、「宇都宮市上下水道施設耐震化基本計画」の優先順位の考え方を踏襲し、

①経過年数、②耐震性能の高さ、③被災時に処理区内に与える影響度、④被災時に避難所などに与え

る影響度の４つの指標で優先度評価を行う。 

上記の方法で検討した、川田水再生センター内の各施設の評価結果を以下に示す。 
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表 8.3 川田水再生センター内の各施設の分類表 

 

※1）人命確保は、常駐施設のみを対象とする。 

※2）揚水機能は、水再生センター内で簡易処理を行う上で場外から河川放流までのルートのうち沈殿処理、消

毒施設を除いた施設を該当施設とする。 

※3）簡易処理機能は、沈殿処理、消毒施設に該当するものとした。 

合流

分流

1系

2系

3系

4系

5系

6系

7系

8系

9系

1系

2系

3系

4系

5系

6系

7系

8系

9系

1系

2系

3系

4系

5系

6系

7系

8系

9系

2号

3号

1系-1

1系-2

2系-1

2系-2

1系

2系

1系

2系

1系

2系

該当

該当

該当

該当

該当

該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

人命確保に該当

揚水機能に該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

消化タンク電気室

焼却炉管理棟

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

汚泥前処理棟

機械濃縮棟

特高受変電設備

砂ろ過棟

施設名
人命確保,揚水・簡易
処理機能を有する施

設
その他の施設

揚水機能に該当

該当

該当

該当

該当

該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

川田水再生センター

流入渠

放流渠

沈砂池

最初沈殿池

反応タンク

最終沈殿池

塩素混和池

沈砂池ポンプ棟

塩素滅菌器棟

該当

ガス貯留タンク

管理棟

該当

消化タンク

該当

該当

濃縮タンク
該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

揚水機能に該当

簡易処理機能に該当

揚水機能に該当

揚水機能に該当
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(2)被災時に確保すべき機能による評価 

 人命確保、揚水・簡易処理機能を有する施設は、重要と考える以下の順に配点を設定し、評価を行う。 

 

人命確保：100点→まずは場内の人命を守ることを最優先とし、最高配点とする。 

揚水機能：90点→水再生センター内で揚水不可となった場合、処理区内への汚水の溢水、トイレなどが利

用不可となる。住民の生活環境の確保を目的とし、２番目の配点とする。 

簡易処理機能：80点→公共用水域への影響を最小限とする目的で３番目の配点とする。 

※）配点は、人命確保を 100点満点とし、10点間隔で設定する。 

 

表8.4 重要機能にあたる施設の評価結果 

 

 

(3) その他施設の評価 

 その他施設については、①経過年数、②耐震性能の高さ、③被災時に処理区内に与える影響度、④被災

時に避難所などに与える影響度の 4 つの指標において以下の配点で評価を行う。なお、配点は人命確保、

揚水・簡易処理機能を有する施設の最低配点-10点となる 70点が満点となるよう設定する。 

 

①経過年数 

 経過年数が長い施設ほど劣化度が高く、被災時の復旧度も高くなる。よって、経過年数の長い施設から

順に以下の配点で評価する。  

供用後経過年数40年 以上 10点 満点時の配点の重み 14.3 % 

供用後経過年数30年 以上  5点 

供用後経過年数20年 以上  2点 

供用後経過年数20年 未満  0点 

 

 

合流

分流

1系

2系

3系

4系

5系

6系

7系

8系

9系

施設名
人命確保,揚水・簡
易処理機能を有する

施設

川田水再生センター

流入渠
揚水機能に該当

揚水機能に該当

放流渠 揚水機能に該当

沈砂池 揚水機能に該当

評価点

90

90

90

90

80

80

80

塩素滅菌器棟 簡易処理機能に該当

管理棟 人命確保に該当

汚水ポンプ棟 揚水機能に該当

塩素混和池 簡易処理機能に該当

最初沈殿池

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当

80

100

90

80

80

80

80

80

80

80

簡易処理機能に該当

簡易処理機能に該当
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②耐震性能の高さ 

 耐震設計が施されていないものから順に以下の配点で評価する。 

詳細診断で耐震性なしと評価されたもの          20点 満点時の配点の重み 28.6％ 

耐震性が確認されていないが詳細診断していないもの    10点 

L2の耐震性能及び詳細診断で耐震性ありと評価されたもの   0点 

 

③被災時に処理区内に与える影響度 

 集水区域内の人口が多いほど被災時に住民に与える影響が大きい。よって、計画処理人口の多いものか

ら順に以下の配点で評価する。 

計画処理人口50,000人以上  20点  満点時の配点の重み  28.6% 

計画処理人口25,000人以上  14点 

計画処理人口10,000人以上   8点 

計画処理人口10,000人未満   2点 

 

④被災時に避難所などに与える影響度 

 被災時に住民が避難所や災害拠点病院へ受け入れられている際、避難所からの受入れ下水量（避難所収

容人数）が多い施設や災害拠点病院からの受入れがある施設は、影響度が大きい。よって、避難所からの

受入れ下水量（避難所収容人数）が多い施設や災害拠点病院からの受入れがある施設から順に以下の配点

で評価する。 

集水区域内の避難所の収容人数 50,000人以上  15点 満点時の配点の重み 21.4% 

集水区域内の避難所の収容人数 10,000人以上   8点 

集水区域内の避難所の収容人数 10,000人未満   2点 

 

集水区域内に災害拠点病院がある場合      5点  満点時の配点の重み 7.1% 

集水区域内に災害拠点病院がない場合      0点 
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① ② ③

経過年数 耐震性能
計画処理

人口
避難所の
収容人数

災害拠点
病院の有

無

1系 41 耐震性なし 258,240 55,040 有
2系 41 耐震性なし 258,240 55,040 有
3系 40 耐震性なし 258,240 55,040 有
4系 36 詳細診断なし 258,240 55,040 有
5系 34 詳細診断なし 258,240 55,040 有
6系 31 詳細診断なし 258,240 55,040 有
7系 24 詳細診断なし 258,240 55,040 有
8系 23 詳細診断なし 258,240 55,040 有
9系 23 詳細診断なし 258,240 55,040 有
1系 41 耐震性なし 258,240 55,040 有
2系 41 耐震性なし 258,240 55,040 有
3系 40 耐震性なし 258,240 55,040 有
4系 36 詳細診断なし 258,240 55,040 有
5系 34 詳細診断なし 258,240 55,040 有
6系 31 詳細診断なし 258,240 55,040 有
7系 24 詳細診断なし 258,240 55,040 有
8系 23 詳細診断なし 258,240 55,040 有
9系 23 詳細診断なし 258,240 55,040 有
2号 37 耐震性なし 258,240 55,040 有
3号 26 耐震性なし 258,240 55,040 有
1系-1 42 耐震性なし 258,240 55,040 有
1系-2 42 耐震性なし 258,240 55,040 有
2系-1 27 耐震性なし 258,240 55,040 有
2系-2 27 耐震性なし 258,240 55,040 有
1系 42 耐震性なし 258,240 55,040 有
2系 9 耐震性あり 258,240 55,040 有
1系 42 耐震性なし 258,240 55,040 有
2系 27 耐震性なし 258,240 55,040 有

39 詳細診断なし 258,240 55,040 有
1系 37 詳細診断なし 258,240 55,040 有
2系 27 耐震性なし 258,240 55,040 有

13 耐震性あり 258,240 55,040 有
36 耐震性なし 258,240 55,040 有
42 耐震性なし 258,240 55,040 有

汚泥前処理棟

機械濃縮棟
特高受変電設備
砂ろ過棟

ガス貯留タンク

消化タンク電気室

焼却炉管理棟

川田水再生センター

反応タンク

最終沈殿池

濃縮タンク

消化タンク

4つの指標の評価に該当する条件

施設名

④

表 8.5 その他の施設における 4つの指標の評価条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 8.6 その他の施設の評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① ② ③ ④ ③ ④ ⑤

経過年数
耐震性能
の高さ

被災時に
処理区内
に与える
影響度

1系 10 20 20 15 5 70
2系 10 20 20 15 5 70
3系 10 20 20 15 5 70
4系 5 10 20 15 5 55
5系 5 10 20 15 5 55
6系 5 10 20 15 5 55
7系 2 10 20 15 5 52
8系 2 10 20 15 5 52
9系 2 10 20 15 5 52
1系 10 20 20 15 5 70
2系 10 20 20 15 5 70
3系 10 20 20 15 5 70
4系 5 10 20 15 5 55
5系 5 10 20 15 5 55
6系 5 10 20 15 5 55
7系 2 10 20 15 5 52
8系 2 10 20 15 5 52
9系 2 10 20 15 5 52
2号 5 20 20 15 5 65
3号 2 20 20 15 5 62
1系-1 10 20 20 15 5 70
1系-2 10 20 20 15 5 70
2系-1 2 20 20 15 5 62
2系-2 2 20 20 15 5 62
1系 10 20 20 15 5 70
2系 0 0 20 15 5 0 耐震化済み
1系 10 20 20 15 5 70
2系 2 20 20 15 5 62

5 10 20 15 5 0 焼却停止
1系 5 10 20 15 5 55
2系 2 20 20 15 5 62

0 0 20 15 5 0 耐震化済み
5 20 20 15 5 65
10 20 20 15 5 70

総　合
評価点
(MAX70)

※)耐震化
済みは0

⑥

被災時に避難所など
に与える影響度

4つの指標の評価結果

特高受変電設備
砂ろ過棟

消化タンク電気室

焼却炉管理棟

汚泥前処理棟

反応タンク

最終沈殿池

機械濃縮棟

濃縮タンク

消化タンク

ガス貯留タンク

施設名
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(4) 整備優先順位の設定 

耐震化優先度評価の結果を勘案した優先順位を以下のとおり設定する。 

表 8.7 施設ごとの対策優先順位表 

 

 

  

100 1
合流 90 2
分流 90 2

90 2
90 2
90 2

1系 80 7
2系 80 7
3系 80 7
4系 80 7
5系 80 7
6系 80 7
7系 80 7
8系 80 7
9系 80 7

80 7
80 7

1系 80 7
2系 80 7
3系 80 7
1系 80 7
2系 80 7
3系 80 7
4系 80 7
5系 80 7
6系 80 7
4系 80 7
5系 80 7
6系 80 7
7系 80 7
8系 80 7
9系 80 7
7系 80 7
8系 80 7
9系 80 7
1系-1 70 36
1系-2 70 36
1系 70 36
1系 70 36

70 36
2号 65 41

65 41
3号 62 43
2系-1 62 43
2系-2 62 43
2系 62 43
2系 62 43
1系 55 48

反応タンク
川田水再生センター 最終沈殿池
川田水再生センター 最終沈殿池
川田水再生センター 最終沈殿池

◎

濃縮タンク
消化タンク
消化タンク

優先順位
川田水再生センター
耐震化事業に該当す

る施設
◎

砂ろ過棟
濃縮タンク
特高受変電設備

最初沈殿池
最初沈殿池
塩素混和池
塩素滅菌器棟

消化タンク
消化タンク

最初沈殿池
最初沈殿池
最初沈殿池

◎
◎

最初沈殿池
最初沈殿池
最初沈殿池

管理棟
流入渠
流入渠

沈砂池
汚水ポンプ棟
最初沈殿池

反応タンク
反応タンク
最終沈殿池
最終沈殿池
最終沈殿池

ガス貯留タンク
消化タンク電気室

消化タンク電気室
汚泥前処理棟

反応タンク
反応タンク
反応タンク
最終沈殿池
最終沈殿池
最終沈殿池
反応タンク
反応タンク

川田水再生センター 汚泥前処理棟

川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター

川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター

川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター

川田水再生センター
川田水再生センター

川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター

反応タンク

川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター

川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター

川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター
川田水再生センター

放流渠

施設名
総　合
評価点
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100 1
90 2
90 2

1系 90 2
2系 90 2

90 2
90 2

1系 80 8
2系 80 8

80 8
1系 26 11
2系 26 11
1系 26 11
2系 26 11

26 11
26 11

清原水再生センター 最終沈殿池
清原水再生センター 濃縮タンク
清原水再生センター 汚泥貯留タンク

清原水再生センター 反応タンク
清原水再生センター 反応タンク
清原水再生センター 最終沈殿池

流入渠
放流渠清原水再生センター

清原水再生センター
清原水再生センター 沈砂池棟
清原水再生センター
清原水再生センター

沈砂池
沈砂池

管理棟
清原水再生センター

施設名
総　合
評価点

優先順位

塩素滅菌器棟

清原水再生センター

最初沈殿池
清原水再生センター 最初沈殿池
清原水再生センター 塩素混和池

清原水再生センター

川田水再生センターと同手法で評価した清原水再生センター及び河内水再生センターの優先順位は以下

のとおりである。 

 

■清原水再生センター 

表 8.8 施設ごとの対策優先順位表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■河内水再生センター 

表 8.9 施設ごとの対策優先順位表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

重要施設に

あたる施設 

その他の 

施設 

その他の 

施設 

100 1
90 2
90 2
90 2

1系 80 5
2系 80 5

80 5
1系 28 8

28 8
2系 26 10

1系 28 1

28 1

2系 26 3

汚泥濃縮槽
反応タンク

河内水再生センター 塩素混和池
河内水再生センター 反応タンク
河内水再生センター
河内水再生センター

河内水再生センター
河内水再生センター 最終沈殿池
河内水再生センター

河内水再生センター

ポンプ棟

最終沈殿池

管理棟
河内水再生センター 流入渠
河内水再生センター 放流渠

施設名
総　合
評価点

優先順位

施設名
総　合
評価点

優先順位

河内水再生センター 汚泥濃縮槽

河内水再生センター 反応タンク

河内水再生センター 反応タンク

重要施設に

あたる施設 
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令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 小計 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 小計

耐震診断 耐震補強設計 耐震補強工事 耐震補強工事

18.0 19.0 30.0 70.0 137.0 137.0

耐震診断 耐震補強設計 耐震補強工事 耐震補強工事

18.0 19.0 37.0 30.0 70.0 100.0 137.0

耐震診断

18.0 18.0 18.0

耐震診断

18.0 18.0 18.0

耐震診断

18.0 18.0 18.0

耐震補強設計 新設工事 新設工事 新設工事

100.0 543.0 643.0 1,394.0 870.0 2,264.0 2,907.0

耐震補強設計 新設工事 新設工事 新設工事 新設工事

190.0 771.0 1,576.0 629.0 771.0 3,937.0 3,937.0

耐震補強設計 耐震補強工事 耐震補強工事 耐震補強工事

4.0 27.0 27.0 27.0 85.0 85.0

耐震補強設計 耐震補強工事 耐震補強工事

46.0 194.0 244.0 484.0 484.0

耐震補強設計 耐震補強工事 耐震補強工事

46.0 46.0 194.0 244.0 438.0 484.0

耐震補強設計 耐震補強工事 耐震補強工事

46.0 194.0 244.0 484.0 484.0

耐震補強設計 耐震補強工事

46.0 194.0 240.0 240.0

耐震診断 耐震診断

98.1 38.0 136.1 136.1

耐震診断

89.0 89.0 89.0

耐震診断

74.0 74.0 74.0

石井中継ポンプ場

鶴田中継ポンプ場

ポ
ン
プ
場

（単位：百万円）

事業内容 合計

竹林中継ポンプ場

西川田中継ポンプ場

大谷中継ポンプ場

水処理5系

耐震診断
（水処理施設等）

清原水再生
センター

耐震診断
（管理棟、水処理施設等）

9,248.1

前期計画 後期計画

1,812.0 2,028.0 1,797.0 946.0223.1 148.0 83.0 324.0 965.0 7,548.0

沈砂池ポンプ棟

塩素混和池

水処理6系

水処理7系

1,700.1922.0

耐震診断
（水処理施設等）

概算事業費合計

水
再
生
セ
ン
タ
ー

川田水再生
センター

管理棟

水処理4系

河内水再生
センター

8-4. 水再生センター・ポンプ場の事業スケジュール及び概算事業費 

優先度評価結果より、第 2期計画の事業実施箇所を示す。なお、今後 10年の予定については、川田水再生センターの管理棟、水処理 4系、5系の耐震補

強、未診断施設の詳細診断、西川田中継ポンプ場、竹林中継ポンプ場の耐震補強、石井中継ポンプ場及び鶴田中継ポンプ場の耐震診断を表 8.10のスケジュー

ルで実施する。 

 

表8.10 水再生センター、ポンプ場の第2期地震対策計画 
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　　財源内訳の比較

R13～R22

①概算事業費 30 607 653 653 1,127 1,126 1,204 1,150

R8 R9 R10 R11 R12 合計R3 R4 R5 R6 R7

1,225 1,245 9,020 12,450

②令和２年度　収支見通し
（耐震化＋改築更新） 242 365 364 406 564 542 542 549 1,623 1,666 6,863 16,518

③差額（①－②） △ 212 242 289 247 563 584 662 601 △ 398 △ 421 2,157 △ 4,068

財
源
内
訳

国庫補助金 △ 29 187 227 186

一般財源 △ 39 △ 66 6 △ 36

2,733 1,344

企業債 △ 144 121 56 97 195 208 243

391 402 441 413 256 259

△ 649 △ 715△ 23 △ 26 △ 22 △ 27 △ 204 △ 212

215 △ 450 △ 468 73 △ 4,697

Ｒ１２の事業費を

１０年間据え置き

・ 事業費ベースの比較では，収支見通しを

21億円上回る

・ 国庫補助が見込めるため，企業債は

0.7億円の増にとどまり，一財は6億円の

減となる

・ 事業費ベースの比較では，収支見通しから40億円

下回る

・ 企業債は46億円の減，一財は7億円の減となる

・ 仮に補助が見込めない場合でも46億円までは企業

債に振り替えが可能（収支見通しは悪化しない）

 

 また、今後の財源の内訳について表 8.11に示す。 

表 8.11 財源内訳表 
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９．実施効果 

前期計画の実施により、防災対策において、より優先度の高い中央ブロック拠点（東，戸祭）か

らの「流す」基本的機能の確保が図られる。また、川田水再生センターの新たな外部用地の取得や

法定手続き等が完了し、管理棟などの耐震化工事に着手するなど、目標としていた施設の耐震診断

が完了し，下水道ＢＣＰの精度向上が図られる。 

後期計画の実施により、基幹の災害拠点病院（済生会病院）と感染症指定医療機関（栃木医療セ

ンター）において、震災時においても衛生環境が確保される。 

また赤ルート上の全てのブロック拠点（雀宮，豊郷，清原，岡本，河内）において「流す」基本

的機能を確保する。 

下水道施設の地震対策によって期待される効果を表 9.1に示す。 

 

表 9.1 耐震対策の実施により期待される効果 

 

 

人
命
を
守
る
（

人
命
の
保
護
）

公
共
衛
生
の
確
保
（

水
系
伝
染
病
等
の
抑
制
）

浸
水
の
防
除

生
活
環
境
の
保
全
（

ト
イ
レ
の
使
用
の
確
保
等
）

応
急
対
策
活
動
の
確
保

公
共
用
水
域
保
全

そ
の
他

後
期
計
画

管路施設 管渠耐震化 流下機能の確保－〇－〇－○－

○ － 〇 －

対策内容

前
期
計
画

管路施設 － ○ －

－ 〇 － 避難機能の確保

効果

実地訓練や情報伝達訓練などの防災訓練 － ○ － ○

－ 〇

揚
水
機
能

人名確保
揚水機能
水処理機能の確保

工種

被災時に下水道施設が
最低限有すべき機能

管渠耐震化
マンホールと管渠の接続部の可とう化

その他施設
（減災対策）

水再生センター
・ポンプ場

耐震化 〇 〇 － 〇

流下機能の確保
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１０．下水道施設の地震対策を進めていく上での課題 

10-1．地震対策の目標値達成に向けたスケジュール管理 

今回の宇都宮市耐震化実施計画では、管渠は赤ルートにおける耐震化を完了させることが目標となって

いるが、下流側の耐震化を行う際には、水量が多くなってしまうことから渇水期において実施する必要が

ある。しかし、渇水期においても水量が多い場合には耐震化工事を先延ばしにする必要が生じてくるため、

前期計画の進捗に応じて再度精査し、計画と剥離がある場合には再度見直しを行っていく必要がある。 

 

10-2．下水道施設の耐水化事業との調整 

近年、全国各地で豪雨等による水害が頻発し、甚大な被害が発生している。令和元年東日本台風で

は、河川からの氾濫や内水氾濫の発生により下水道施設が浸水し、住民生活に多大な影響を与えるこ

ととなった。このような背景を受けて、国土交通省水管理・国土保全局下水道部は、令和 2年 5月 21

日に「下水道の施設浸水対策の推進について」（国水下事第 13号）の事務連絡を発進した。事務連絡

によると、被災時のリスクの高い下水道施設については、対策浸水深や対策箇所の優先順位等を明ら

かにした耐水化計画を令和 3年度までに策定し、その内容に沿って順次耐水化を進めるよう記載され

ている。 

宇都宮市においても各河川の中高頻度における浸水想定区域図や内水氾濫に伴う浸水想定区域図

に基づき、必要なハード対策を講じていく必要があるが、浸水想定区域図の浸水深が数メートルを超

えるような場合は、開口部から施設内部へ浸水しない対策以外に、建屋自体の壁の補強などを行うケ

ースも考えられる。 

よって、令和 3年度までに耐水化計画を策定し、各下水道施設の耐水化対策の内容を把握したうえ

で、耐震対策と重複する施設は対策の内容、実施スケジュールの整合を図り、両対策を効率的に進め

ていく必要がある。 

 

10-3．新管理棟等の建設用地に関する手続き等 

川田水再生センターの耐震化対策を進める上で、管理棟及び沈砂池・ポンプ棟は原位置での耐

震補強が困難であるため、用地を確保し新たな施設を建設する予定となっている。 

耐震化実施計画（10 年間の計画）では、両施設の耐震補強設計を令和 6 年度及び令和 8 年度

に、新設工事を令和 7 年度～令和 12 年度に予定しているため、計画に基づき耐震を進めていく

ためには、用地買収のための地権者との交渉、都市計画決定、下水道法事業計画変更、都市計画

法事業認可等の法手続きを令和 5年度までに確実に完了させる必要がある。 


